[bookmark: _j769et50r1g]ダンス振付制作業務委託契約書

委託者　　　　　　　　　　　　　　（以下「甲」という。）と、受託者　　　　　　　　　　　　　　（以下「乙」という。）は、甲が企画、制作又は運営するダンス公演、舞台、映像作品、イベントその他の企画に使用するダンス振付の制作業務について、次のとおり業務委託契約（以下「本契約」という。）を締結する。

[bookmark: _qu5uxuw99vuc]第1条（目的）
本契約は、甲が乙に委託するダンス振付の企画、考案、制作、指導その他これらに付随する業務について、業務内容、制作条件、納期、報酬、成果物の取扱い、著作権その他の権利帰属及び甲乙双方の責任を明確にし、円滑かつ適正な業務遂行を図ることを目的とする。

[bookmark: _d6l4htlp37ud]第2条（委託業務の内容）
1. 甲は、乙に対し、次の各号に掲げる業務のうち、別途合意した業務（以下「本業務」という。）を委託し、乙はこれを受託する。
1. ダンス振付の企画、構成及び考案
2. 楽曲、演出方針及び出演者の技術水準に応じた振付制作
3. ダンスの動作、隊形、移動及びフォーメーションの設計
4. 振付の実演、説明及び指導
5. 振付確認用動画その他の資料の制作
6. リハーサルへの参加及び振付指導
7. 振付の修正、調整及び改善
8. その他甲乙が別途合意した関連業務
2. 本業務の具体的な内容、制作対象、納期、成果物及び実施条件は、第3条に定める制作条件又は別途作成する仕様書、発注書その他の書面若しくは電磁的記録により定める。
3. 甲が当初合意した業務範囲を超える追加制作、指導、出演又は修正を希望する場合、甲乙は事前に追加業務の内容、納期及び報酬について協議し、合意するものとする。
4. 乙は、独立した事業者として本業務を遂行するものとし、甲乙間に雇用関係が成立するものではない。ただし、契約の名称にかかわらず、実際の業務遂行の状況に応じて関係法令が適用されることを妨げない。

[bookmark: _bh9embffu0su]第3条（振付制作の基本条件）
本業務の基本条件は、次のとおりとする。
	項目
	内容

	企画・作品名称
	

	制作目的
	□ 舞台公演　□ ダンスイベント　□ ミュージックビデオ　□ CM・広告　□ SNS動画　□ ダンスコンテスト　□ その他（　　　　　）

	ダンスジャンル
	

	使用予定楽曲
	

	楽曲の長さ
	約　　　　　分　　　　　秒

	制作する振付の長さ
	約　　　　　分　　　　　秒

	振付制作数
	作品

	出演予定人数
	名

	出演者の技術水準
	□ 初級　□ 中級　□ 上級　□ その他（　　　　　）

	制作開始予定日
	年　　　月　　　日

	初稿提出期限
	年　　　月　　　日

	最終納品期限
	年　　　月　　　日

	振付指導の有無
	□ あり　□ なし

	リハーサル参加
	□ あり　□ なし

	納品形式
	□ 動画　□ 振付構成資料　□ 実演指導　□ その他（　　　　　）

	主な利用媒体
	

	その他特記事項
	


2. 甲乙は、前項の条件について変更が必要となった場合、事前に協議し、変更内容を記録するものとする。
3. 甲が乙に提供する楽曲、映像、演出資料その他の素材については、甲が必要な利用権限を確保するものとする。

[bookmark: _f7yw46x7lgll]第4条（制作方針及び指示）
1. 甲は、乙に対し、振付制作に必要な企画意図、演出方針、楽曲、出演者情報、制作スケジュールその他の資料を合理的な期間内に提供するものとする。
2. 乙は、甲から提示された制作方針及び仕様を踏まえ、専門的な知識、技術及び経験に基づき振付を制作する。
3. 甲は、制作目的及び成果物の仕様に関する指示を行うことができる。ただし、乙が独立した事業者である場合、甲は、法令上必要な場合を除き、乙の業務遂行方法、作業時間その他の事項について雇用関係に相当する指揮命令を行わないものとする。
4. 甲の指示内容が不明確である場合、乙は甲に確認を求めることができる。
5. 甲乙は、振付の芸術的表現、出演者の身体能力、安全性及び実施可能性を考慮し、必要に応じて制作方針を調整するものとする。

[bookmark: _4qt2wowyqcn4]第5条（業務遂行及び進捗報告）
1. 乙は、本契約及び甲乙間で合意した制作条件に従い、善良な管理者の注意をもって本業務を遂行する。
2. 乙は、制作スケジュールを適切に管理し、合意した期限までに成果物を提出するよう努めるものとする。
3. 甲は、合理的な範囲で制作状況の報告を求めることができ、乙はこれに協力する。
4. 制作上の問題、納期遅延その他本業務の遂行に重大な影響を及ぼす事情が発生した場合、乙は速やかに甲へ報告するものとする。
5. 甲乙は、必要に応じて打合せを実施し、制作方針、進捗状況及び今後の対応について確認するものとする。

[bookmark: _x7cwfse427z1]第6条（振付の独創性及び第三者の権利）
1. 乙は、本業務において、第三者の著作権その他の権利を不当に侵害しないよう、合理的な注意を払うものとする。
2. 乙は、第三者が制作した振付、舞踊作品その他の表現を利用する場合、必要な権利処理を行い、又は甲乙間でその責任分担を明確にするものとする。
3. 一般的なダンスステップ、基本動作、技法、ジャンルに共通する表現その他著作権による保護の対象とならない要素については、乙が独占的な権利を有することを保証するものではない。
4. 甲が特定の既存作品を参考資料として指定した場合、甲乙は、当該作品の権利関係及び利用方法を確認するものとする。
5. 第三者から権利侵害の申立てがあった場合、甲乙は速やかに相手方へ通知し、事実関係の確認及び解決に協力するものとする。
6. 権利侵害に関する責任は、当該侵害の原因及び甲乙それぞれの帰責事由に応じて負担するものとする。

[bookmark: _gblqxlm1x21r]第7条（成果物の納品）
1. 乙は、第3条に定める納期までに、甲乙間で合意した形式及び方法により成果物を納品するものとする。
2. 成果物には、次の各号のうち、甲乙間で合意したものを含む。
1. 完成したダンス振付
2. 振付確認用動画
3. 振付構成表及びフォーメーション資料
4. 動作説明資料
5. その他甲乙が指定した資料
3. 納品方法は、電子メール、クラウドストレージ、記録媒体の交付、対面での実演その他甲乙が合意した方法によるものとする。
4. 乙は、成果物の内容及び利用方法について、甲から合理的な説明を求められた場合、これに協力する。
5. 乙が提出する動画又は資料に第三者の音楽、映像その他の素材が含まれる場合、その利用許諾の範囲は当該素材の権利者との条件に従うものとする。

[bookmark: _k350zrpae8fj]第8条（検収）
1. 甲は、成果物の納品を受けた日から　　　　　営業日以内（以下「検収期間」という。）に、合意した仕様及び制作条件への適合性を確認するものとする。
2. 甲は、成果物が合意した仕様に適合している場合、乙に対し検収完了の通知を行う。
3. 甲が成果物に不適合を認めた場合、検収期間内にその具体的な内容を乙に通知するものとする。
4. 乙は、前項の通知を受けた場合、自己の責めに帰すべき不適合について、合理的な期間内に修正その他必要な対応を行うものとする。
5. 検収期間内に甲から具体的な不適合の通知がなく、かつ甲が正当な理由なく検収を留保した場合、当該期間の満了をもって検収が完了したものとみなす。ただし、通常の確認では発見することが困難な不適合については、この限りでない。
6. 振付の芸術的評価、好み又は主観的な印象の相違のみをもって、当然に契約不適合があるものとはしない。ただし、甲乙間で具体的に合意した表現内容又は仕様に適合しない場合は、この限りでない。

[bookmark: _nwtd20s5t07u]第9条（修正及び追加制作）
1. 甲は、成果物について、合意した仕様の範囲内で修正を求めることができる。
2. 当初の委託内容に含まれる修正回数は、原則として　　　　　回までとする。
3. 前項の回数を超える修正又は当初の制作条件を大幅に変更する修正については、甲乙協議のうえ、追加報酬及び納期を定めるものとする。
4. 甲の都合による楽曲変更、出演者数の変更、演出方針の変更その他制作条件の変更により追加作業が必要となった場合も、前項と同様とする。
5. 乙の責めに帰すべき契約不適合を是正するための修正については、前各項に定める有償修正回数に算入しないものとする。

[bookmark: _atlt7xw2k3xt]第10条（振付指導及びリハーサル）
1. 乙が振付指導又はリハーサルに参加する場合、その日時、場所、参加回数及び指導内容は、甲乙間で別途定める。
2. 乙は、出演者の技術水準、身体能力及び練習状況を考慮し、合理的な範囲で適切な指導を行うものとする。
3. 甲は、練習場所、設備、出演者の参加体制その他振付指導に必要な環境を整備するものとする。
4. 乙は、振付指導に際し、危険性の高い動作について必要な注意喚起を行うものとする。
5. リハーサルの追加実施、予定時間の延長又は別会場への移動が必要となった場合、甲乙は追加報酬及び費用負担について協議するものとする。

[bookmark: _nfi466hnj9jh]第11条（安全管理）
1. 甲乙は、振付制作及び指導に伴う身体的危険を認識し、出演者及び関係者の安全確保に協力するものとする。
2. 乙は、出演者の年齢、経験、身体能力及び練習環境を考慮し、過度に危険な動作を無理に実施させないよう配慮するものとする。
3. ジャンプ、リフト、アクロバット、組技その他負傷の危険性が高い動作を含む場合、甲乙は必要な安全対策について事前に協議する。
4. 甲は、自己が管理する練習施設、舞台、床面、設備及び運営体制について、合理的な安全管理を行うものとする。
5. 事故又は負傷が発生した場合、甲乙は速やかに状況を確認し、必要な救護及び関係者への連絡に協力する。
6. 事故による損害の責任は、事故の原因、各当事者の義務及び帰責事由に応じて判断するものとする。

[bookmark: _rxr0s4o5v9b1]第12条（委託報酬）
1. 甲は、乙に対し、本業務の対価として、次の条件に従い委託報酬を支払うものとする。
	項目
	内容

	振付制作報酬
	金　　　　　　　　　円

	振付指導報酬
	金　　　　　　　　　円

	リハーサル参加報酬
	金　　　　　　　　　円

	その他報酬
	金　　　　　　　　　円

	報酬総額
	金　　　　　　　　　円

	消費税の取扱い
	□ 税込　□ 税別

	支払方法
	□ 銀行振込　□ その他（　　　　　）

	支払期日
	年　　　月　　　日

	振込手数料
	□ 甲負担　□ 乙負担

	源泉徴収
	□ 法令に従い実施　□ 対象外

	その他支払条件
	


2. 甲は、法令及び本契約に従い、合意した期日までに報酬を支払うものとする。
3. 法令上、源泉徴収が必要となる報酬については、甲は所定の税額を控除した金額を乙に支払うものとする。
4. 本業務に追加作業が生じた場合、その報酬は甲乙間で別途合意するものとする。
5. 甲は、乙がフリーランスとして業務を受託する場合その他法令上必要な場合、報酬額、支払期日その他の取引条件を適切な方法で明示するものとする。
6. 本条の支払条件は、下請法その他の適用法令により義務付けられる支払期限及び取扱いに優先するものではない。

[bookmark: _v46vbs6jg9s7]第13条（費用負担）
1. 本業務の遂行に通常必要となる費用は、別途合意がある場合を除き、乙の負担とする。
2. 甲の指定により遠方への移動、宿泊、特別な施設利用その他追加費用が発生する場合、甲乙は事前に費用負担について協議する。
3. 甲が負担することに合意した費用については、乙は領収書その他の証憑を提出し、甲の定める合理的な手続に従って精算するものとする。
4. 事前の合意がない費用については、甲は当然に負担義務を負うものではない。ただし、法令上負担すべき費用については、この限りでない。

[bookmark: _z6kgl6q0xd8z]第14条（著作権の帰属）
1. 本業務により新たに制作された振付その他の成果物のうち、著作権法上の著作物に該当するもの（以下「本著作物」という。）について、その著作権は、次項に定める条件に従い甲に譲渡されるものとする。
2. 乙は、本著作物について自己が保有する著作権（著作権法第27条及び第28条に規定する権利を含む。）を、甲による本業務の委託報酬全額の支払完了を条件として、甲に譲渡する。
3. 前項の著作権譲渡の対価は、第12条に定める委託報酬に含まれるものとする。
4. 本契約締結前から乙が保有する振付、技法、教材、映像、資料その他の著作物に関する権利は、別途明示的な合意がない限り、乙に留保されるものとする。
5. 前項の既存著作物が成果物に含まれる場合、乙は甲に対し、本契約で予定された成果物の利用に必要な範囲で、当該既存著作物の非独占的な利用を許諾するものとする。
6. 第三者が権利を有する楽曲、映像、写真その他の素材に関する権利は、本契約によって甲に移転するものではない。
7. 振付のうち著作権法による保護の対象とならない動作、技法、アイデアその他の要素については、本条による著作権譲渡の対象とならないものとする。

[bookmark: _vims48ladto6]第15条（著作者人格権）
1. 乙は、甲及び甲が正当に利用を許諾した第三者に対し、本契約に定める利用目的及び範囲内で本著作物を利用することについて、著作者人格権を行使しないものとする。
2. 前項の対象には、演出上必要な振付の調整、出演者数に応じた隊形変更、映像編集、部分的な短縮その他合理的な改変を含むものとする。
3. 甲は、乙の名誉又は声望を不当に害する態様で本著作物を利用しないものとする。
4. 甲は、振付の本質的な表現を著しく変更する場合、可能な限り事前に乙と協議するものとする。
5. 本条は、著作者人格権そのものを甲に譲渡するものではない。

[bookmark: _qil3nnb13lws]第16条（成果物の利用範囲）
1. 甲は、第14条に基づき著作権を取得した本著作物について、法令及び第三者の権利に反しない範囲で、次の各号に掲げる利用を行うことができる。
1. 舞台公演、イベント及びダンスコンテストでの上演
2. ミュージックビデオ、CM及び広告映像への利用
3. テレビ番組、映画及び配信作品への利用
4. YouTube、SNSその他インターネット上での公開
5. 記録映像及び宣伝映像の制作
6. 振付の再演、再構成及び二次的利用
7. その他甲乙間で合意した利用
2. 甲は、前項の利用に必要な範囲で、本著作物を第三者に利用許諾し、又はその著作権を譲渡することができる。
3. 甲が利用する楽曲、映像、出演者の肖像その他の素材については、それぞれ必要な権利処理を行うものとする。
4. 第14条に基づく著作権の移転前に成果物を利用する必要がある場合、その利用範囲及び条件は甲乙間で別途合意するものとする。

[bookmark: _buhytlz3hqh]第17条（振付の再利用及び実績公開）
1. 乙は、第14条に基づき甲へ著作権を譲渡した本著作物について、甲の事前の承諾なく、第三者への販売、提供又は独立した作品としての再利用を行わないものとする。
2. 乙は、甲の事前の承諾を得た場合、自己の制作実績、ポートフォリオ、公式サイト又はSNS等において、本業務に関する情報及び成果物を掲載することができる。
3. 前項の掲載に際しては、甲の秘密情報、未公開企画、出演者の肖像及び第三者の権利を侵害しないものとする。
4. 乙が従前から保有する一般的なダンス技法、基本動作、指導方法及び独自の知識又は経験については、本契約によって利用が制限されるものではない。

[bookmark: _gyj5gmvojka8]第18条（クレジット表記）
1. 甲が本業務に係る振付制作者の氏名又は名称を表示する場合、その表記方法は次のとおりとする。
	項目
	内容

	クレジット表記
	□ あり　□ なし

	表記名
	

	表記方法
	□ 振付　□ Choreography　□ その他（　　　　　）

	表記媒体
	□ 公演パンフレット　□ 映像作品　□ 公式サイト　□ SNS　□ その他（　　　　　）

	その他条件
	


2. 甲は、前項の合意に従い、合理的な範囲で乙のクレジットを表示するものとする。
3. 媒体の仕様、表示スペースその他やむを得ない事情により合意した表記が困難な場合、甲乙は代替方法について協議するものとする。
4. 本条は、著作権法上の氏名表示権その他の著作者人格権に関する法令の適用を妨げないものとする。

[bookmark: _j9kaep4t58rr]第19条（音楽及び関連素材の権利処理）
1. 甲は、本業務で使用する楽曲について、振付制作、練習、上演、録音、録画、配信その他予定する利用に必要な権利処理を、自己の責任において確認するものとする。
2. 乙が独自に楽曲又は音源を選定し、甲に提供する場合、その利用条件及び権利処理の責任分担は、事前に甲乙間で定めるものとする。
3. 楽曲の利用許諾が得られない場合、甲乙は代替楽曲の使用、振付の変更その他必要な対応について協議するものとする。
4. 楽曲の変更により追加の振付制作が必要となる場合、その費用及び納期については別途合意するものとする。
5. 本契約は、楽曲の著作権者、著作隣接権者その他の権利者から必要な許諾を取得したことを当然に意味するものではない。

[bookmark: _2wa5sdto0kqm]第20条（撮影及び映像利用）
1. 甲は、本業務に関連する振付指導、リハーサル及び実演の状況を、業務上必要な範囲で撮影又は録音することができる。ただし、乙が識別可能な形で出演する映像等の公開又は商業利用については、別途合意した範囲によるものとする。
2. 乙の肖像、氏名、音声又は実演を広告、宣伝、販売その他の目的で利用する場合、甲は必要な同意及び権利処理を行うものとする。
3. 甲は、撮影した映像等を利用するにあたり、出演者、施設管理者その他の第三者の権利及び利益に配慮するものとする。
4. 乙は、甲の事前の承諾なく、未公開の振付映像、リハーサル映像又は制作資料を第三者に公開してはならない。

[bookmark: _n78f60qt9bd7]第21条（秘密保持）
1. 甲及び乙は、本契約の締結又は履行に関連して相手方から開示された技術上、営業上、制作上その他の非公開情報のうち、秘密である旨が明示された情報又はその性質及び開示状況から秘密として取り扱うことが合理的な情報（以下「秘密情報」という。）を、相手方の事前の承諾なく第三者に開示又は漏えいしてはならない。
2. 秘密情報には、未公開の振付、楽曲、演出内容、出演者情報、制作計画、報酬条件及び企画資料等を含むものとする。
3. 次の各号に該当する情報は、秘密情報から除外する。
1. 開示時に既に公知であった情報
2. 受領者の責めによらず公知となった情報
3. 開示前から適法に保有していた情報
4. 正当な権限を有する第三者から適法に取得した情報
5. 秘密情報に依拠せず独自に作成又は取得した情報
4. 甲及び乙は、秘密情報を本契約の履行以外の目的に使用してはならない。
5. 法令又は公的機関の適法な要求により秘密情報の開示が必要となった場合、必要最小限の範囲で開示することができる。
6. 本条の義務は、本契約終了後　　　　　年間存続するものとする。

[bookmark: _mz4yha5hvuio]第22条（個人情報の取扱い）
1. 甲及び乙は、本業務に関連して取得した出演者、スタッフその他の関係者の個人情報について、個人情報保護法その他の関係法令に従い、適切に取り扱うものとする。
2. 個人情報は、本業務の遂行に必要な目的の範囲内で利用するものとする。
3. 甲及び乙は、個人情報の漏えい、滅失又は毀損を防止するため、必要かつ適切な安全管理措置を講じるものとする。
4. 個人情報の漏えい等が発生した場合、当該当事者は速やかに相手方へ通知し、必要な対応に協力するものとする。
5. 本契約終了後の個人情報の返還、削除又は保存については、法令及び甲乙間の合意に従うものとする。

[bookmark: _s0ljmydcm31]第23条（再委託）
1. 乙は、本業務の全部又は主要な部分を第三者に再委託する場合、事前に甲の書面又は電磁的方法による承諾を得るものとする。
2. 乙は、再委託先に対し、本契約に定める秘密保持義務、知的財産権の取扱いその他必要な義務を遵守させるものとする。
3. 乙は、再委託先の行為について、自己の責めに帰すべき範囲で責任を負うものとする。
4. 再委託先が制作した成果物について、甲への著作権譲渡その他本契約に基づく権利処理が必要な場合、乙は必要な契約上の措置を講じるものとする。

[bookmark: _46dqeksm78wa]第24条（契約内容の変更）
1. 甲乙は、本業務の内容、制作条件、納期、報酬その他の契約条件を変更する場合、事前に協議し、合意するものとする。
2. 重要な変更については、書面又は電磁的方法により記録するものとする。
3. 変更に伴い乙の業務負担が増加する場合、甲乙は追加報酬及び納期の調整について協議するものとする。
4. 法令により取引条件の明示その他の手続が必要となる場合、甲乙は当該法令に従うものとする。

[bookmark: _baac72u2re9v]第25条（納期の変更及び遅延）
1. 乙は、成果物の納期を遵守するものとする。
2. 乙の責めに帰すべき事由により納期に遅延が生じるおそれがある場合、乙は速やかに甲へ通知し、その理由及び対応策を説明するものとする。
3. 甲による資料提供の遅延、制作条件の変更その他甲の責めに帰すべき事由により納期に影響が生じた場合、甲乙は合理的な範囲で納期を変更するものとする。
4. 天災地変その他当事者の合理的な支配を超える事情により納期の遵守が困難となった場合、甲乙は協議のうえ対応を定めるものとする。
5. 納期遅延に伴う損害賠償その他の責任は、遅延の原因及び帰責事由に応じて判断するものとする。

[bookmark: _kjwjduw100b5]第26条（契約不適合への対応）
1. 検収完了後に成果物が合意した仕様に適合しないことが判明した場合、甲は、当該不適合を知った日から合理的な期間内に乙へ通知するものとする。
2. 乙の責めに帰すべき契約不適合が認められる場合、甲は、関係法令及び本契約に従い、修正、報酬の減額、損害賠償その他必要な対応を求めることができる。
3. 乙は、修正が可能であり、かつ合理的な場合、甲乙間で合意した期間内に修正を実施するものとする。
4. 甲の指示、提供素材又は検収後の改変に起因する不適合については、乙の責めに帰すべき場合を除き、乙は責任を負わないものとする。
5. 本条は、民法その他の関係法令に基づく甲乙の権利義務を不当に制限するものではない。

[bookmark: _12hpuxx83fsu]第27条（契約期間）
1. 本契約の有効期間は、次のとおりとする。
契約開始日：　　　　年　　　月　　　日
契約終了日：　　　　年　　　月　　　日
2. 本契約は、前項の期間満了をもって終了する。ただし、甲乙が合意した場合は、契約期間を延長することができる。
3. 契約期間満了時に未完了の業務が存在する場合、甲乙は当該業務の取扱いについて協議するものとする。
4. 本契約終了後も、秘密保持、知的財産権、損害賠償、紛争解決その他その性質上存続すべき条項は、必要な範囲で効力を有するものとする。

[bookmark: _hn0hxfgn4be0]第28条（中途解約）
1. 甲又は乙は、やむを得ない事情により本契約を中途解約する必要が生じた場合、相手方に対し、原則として　　　　　日前までに書面又は電磁的方法により通知するものとする。
2. 中途解約に伴う報酬については、解約時点までに実施された業務の内容、進捗状況及び成果を踏まえ、関係法令に従い精算するものとする。
3. 甲の都合により本契約を中途解約する場合、甲は、既に実施された業務に相当する報酬及び法令上負担すべき損害について、乙に支払うものとする。
4. 乙の都合により本契約を中途解約する場合、乙は、甲に対し、業務の引継ぎその他合理的に必要な協力を行うものとする。
5. 本条は、民法その他の関係法令に基づく解除権、解約権又は損害賠償請求権を制限するものではない。
6. フリーランスとの継続的業務委託について法令上の事前予告その他の義務が適用される場合、甲は当該義務を遵守するものとする。

[bookmark: _efsyzgd5avpr]第29条（契約解除）
1. 甲又は乙は、相手方が本契約に違反し、相当の期間を定めて是正を求めたにもかかわらず、当該違反が是正されない場合、本契約の全部又は一部を解除することができる。
2. 前項にかかわらず、相手方に次の各号のいずれかの事由が生じた場合、法令上認められる範囲で、催告を要せず本契約を解除することができる。
1. 本契約に重大な違反があり、契約目的の達成が困難となった場合
2. 支払停止又は支払不能の状態となった場合
3. 破産手続、民事再生手続その他これらに類する法的手続の開始申立てがあった場合
4. 重大な権利侵害又は秘密情報の漏えいが発生した場合
5. その他契約関係の継続が著しく困難となる重大な事由が生じた場合
3. 本条に基づく解除は、法令上認められる損害賠償請求を妨げないものとする。
4. 契約解除時における成果物、報酬及び著作権の取扱いについては、第30条に従うものとする。

[bookmark: _g7etb65i6xav]第30条（契約終了時の処理）
1. 本契約が終了した場合、乙は、甲から貸与された資料、記録媒体その他の物品を、甲の指示に従い返還又は適切に処理するものとする。
2. 未完成の振付、制作途中の動画その他の成果物については、甲乙協議のうえ、その引渡し、利用条件及び報酬を定めるものとする。
3. 契約終了時点までに甲が報酬を支払った成果物の著作権については、第14条の規定に従うものとする。
4. 未完成の成果物及び未払報酬に対応する著作権の取扱いについては、甲乙が別途合意するものとする。
5. 甲乙は、契約終了に伴う業務の引継ぎ、資料の返還及び秘密情報の処理について、誠実に協力するものとする。

[bookmark: _8lwnthr6j9v7]第31条（損害賠償）
1. 甲又は乙は、自己の責めに帰すべき事由により本契約に違反し、相手方に損害を与えた場合、民法その他の関係法令に従い、その損害を賠償する責任を負うものとする。
2. 損害賠償の範囲は、当該違反と相当因果関係のある損害とし、特別の事情によって生じた損害については、法令に従い判断するものとする。
3. 甲乙は、損害の発生又は拡大を防止するため、合理的な措置を講じるものとする。
4. 損害賠償に関する紛争が生じた場合、甲乙は、事実関係及び責任の所在について誠実に協議するものとする。

[bookmark: _9i1lzvr5escn]第32条（不可抗力）
1. 天災地変、感染症の流行、戦争、暴動、行政機関による規制、交通機関の大規模な停止その他当事者の合理的な支配を超える事由により、本契約上の義務の履行が困難となった場合、当該当事者は速やかに相手方へ通知するものとする。
2. 前項の事由により履行が遅延又は不能となった場合、その責任については民法その他の関係法令に従い判断するものとする。
3. 甲乙は、不可抗力による影響を最小限に抑えるため、納期変更、業務内容の調整その他必要な対応について協議するものとする。
4. 不可抗力の状態が長期間継続し、契約目的の達成が困難となった場合、甲乙は契約の終了及び費用精算について協議するものとする。

[bookmark: _8j1ff01avo0r]第33条（反社会的勢力の排除）
1. 甲及び乙は、自ら及び自己の役員その他実質的に経営を支配する者が、暴力団、暴力団員、暴力団関係企業その他これらに準ずる反社会的勢力に該当しないことを表明し、保証する。
2. 甲及び乙は、反社会的勢力を利用し、又は反社会的勢力に対して資金提供その他の利益供与を行わないものとする。
3. 甲又は乙が前各項に違反した場合、相手方は催告を要せず本契約を解除することができる。
4. 前項に基づく解除により解除された当事者に損害が生じても、解除した当事者は、法令上責任を負う場合を除き、その損害を賠償する義務を負わないものとする。

[bookmark: _lzrrzocjeqsp]第34条（権利義務の譲渡禁止）
1. 甲及び乙は、相手方の事前の書面又は電磁的方法による承諾なく、本契約上の地位又は本契約に基づく権利義務を第三者に譲渡し、承継させ、又は担保に供してはならない。
2. 前項の規定は、第14条及び第16条に基づき甲が取得した著作権の利用、譲渡又は利用許諾を制限するものではない。
3. 法令上、権利譲渡の制限が認められない場合は、当該法令の定めに従うものとする。

[bookmark: _y9xhgfcun2lr]第35条（協議事項）
1. 本契約に定めのない事項又は本契約の解釈について疑義が生じた場合、甲乙は、関係法令及び取引慣行を踏まえ、誠意をもって協議するものとする。
2. 本契約と別途作成する仕様書、発注書その他の個別合意との間に矛盾が生じた場合、当該個別合意において優先関係を明示しているときを除き、本契約の規定を優先するものとする。
3. 本契約の変更又は追加合意は、原則として書面又は電磁的方法により行うものとする。

[bookmark: _8yc1p3bdm1rn]第36条（準拠法及び合意管轄）
1. 本契約の成立、効力、解釈及び履行については、日本法を準拠法とする。
2. 本契約に関連して紛争が生じた場合、甲乙は、まず誠実な協議による解決に努めるものとする。
3. 協議によって解決しない場合、本契約に関する訴訟については、法令上専属管轄が定められている場合を除き、　　　　　　　　　地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。

[bookmark: _mb4nu7f900hn]
[bookmark: _7meju7ej9rbv]
[bookmark: _cjzymhpspo49]
[bookmark: _zfajgbsv9xpf]
[bookmark: _7p1xc43nfd1i]
[bookmark: _t4iuehn0mupu]
[bookmark: _2ulytdtyyrpe]
[bookmark: _utvce7se1k74]契約締結欄
甲及び乙は、本契約の内容を確認し、これに合意した証として、本書2通を作成し、各自署名又は記名押印のうえ、各1通を保有する。
なお、電子契約サービスを利用して本契約を締結する場合は、電磁的記録を作成し、甲乙双方が合意した方法により電子署名その他の措置を行い、各自当該記録を保存するものとする。

契約締結日：　　　　年　　　月　　　日

甲（委託者）
所在地：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

会社名・団体名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者氏名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

電話番号：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

メールアドレス：　　　　　　　　　　　　　　　　　　

署名又は押印：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

乙（受託者・振付制作者）
住所・所在地：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

氏名・屋号：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者氏名（法人の場合）：　　　　　　　　　　　　　

電話番号：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

メールアドレス：　　　　　　　　　　　　　　　　　　

署名又は押印：

